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１　令和８年度　こども家庭部所管予算（案）総括表

【一般会計】 (単位：千円、％)

増減額
Ａ－Ｂ

増減率
Ａ／Ｂ

こども家庭部　合計 38,190,591 35,139,167 3,051,424 108.7

37,310,341 34,276,009 3,034,332 108.9

(項２)児童福祉費 37,310,341 34,276,009 3,034,332 108.9

880,250 863,158 17,092 102.0

(項１)保健衛生費 880,250 863,158 17,092 102.0

【母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計】 (単位：千円、％)

増減額
Ａ－Ｂ

増減率
Ａ／Ｂ

71,110 100,152 △ 29,042 71.0

71,110 100,152 △ 29,042 71.0

(項１)母子父子寡婦福祉資金貸付事業費 71,110 100,152 △ 29,042 71.0

区分 対前年度比較

予算科目（款･項）

(款３)民生費

(款４)衛生費

区分 対前年度比較

予算科目（款･項）

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 
合計

(款１)母子父子寡婦福祉資金貸付事業費

令和８年度
当初予算(案)

Ａ

令和７年度
当初予算

Ｂ

令和８年度
当初予算(案)

Ａ

令和７年度
当初予算

Ｂ
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【児童健全育成事業費】

２ 放課後児童健全育成事業運営事業及び地域児童健全育成

事業運営事業について（拡充）

［こども支援課］

(1) 放課後児童健全育成事業運営事業【拡充】

ア 予算額 ８０７，９８０千円

財源内訳 国庫支出金 ２６９，２９６千円

(子ども・子育て支援交付金）

県支出金 ２６９，２９６千円

(子ども・子育て支援交付金)

一般財源 ２６９，３８８千円

イ 事業目的

労働等により、保護者が昼間家庭にいない小学生に対し、家庭に代わる生

活の場を提供するため、社会福祉法人等が行う放課後児童健全育成事業の運

営に対して、補助を行うもの。

ウ 事業内容

補助実施箇所 ７５か所（２か所増）

(2) 地域児童健全育成事業運営事業

ア 予算額 ３１４，９８９千円

財源内訳 国庫支出金 ５０，１８６千円

（子ども・子育て支援交付金）

（子ども・子育て支援体制整備総合推進事業補助金）

県支出金 ５０，１１０千円

（子ども・子育て支援交付金）

一般財源 ２１４，６９３千円

イ 事業目的

労働等により、保護者が昼間家庭にいない小学生に対し、小学校の余裕教

室などを利用して、健全な遊びや生活の場を提供するもの。

ウ 事業内容

実施箇所数 ５８か所（小学校再編により４か所減）

・水橋中部、水橋西部、水橋東部、三郷は水橋学園へ統合

・古里、音川は古里へ統合
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【児童健全育成事業費】

３ 放課後児童健全育成事業施設整備事業について（拡充）

［こども支援課］

(1) 予算額 １０６，２６８千円

財源内訳 国庫支出金 ７０，８４４千円

(子ども・子育て支援施設整備交付金）

県支出金 １７，７０８千円

(子ども・子育て支援施設整備交付金)

市債 １３，２００千円

その他 ４１０千円

一般財源 ４，１０６千円

(2) 事業目的

学童保育の需要が多い校区において、学童保育の受け皿を拡充するため、民間

事業者が行う放課後児童健全育成事業の施設整備に対して補助するもの。

(3) 事業内容

施設整備補助事業 （単位：千円）

法人名 事業内容 事業費

社会福祉法人愛和福祉会
新築工事

（水橋校区）
２６，５６７

未定
新築工事

（広田校区）
２６，５６７

社会福祉法人わかくさ福祉会
新築工事

（藤ノ木校区）
２６，５６７

学校法人富山育英学園
新築工事

（山室中部校区）
２６，５６７

合 計 １０６，２６８
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【児童健全育成事業費】

４ 放課後児童健全育成ひとり親家庭支援事業について（拡充）

［こども支援課］

(1) 予算額 ６４９千円

財源内訳 県支出金 ３２０千円

(児童健全育成事業費補助金)

一般財源 ３２９千円

(2) 事業目的

放課後児童健全育成事業を利用している、ひとり親家庭の経済的負担軽減を図

るもの。

(3) 事業内容

通常月より利用料が高額となる夏休み（７月、８月）の利用料について補助す

るもの。

ア 対象児童

放課後児童健全育成事業を利用している、ひとり親家庭の小学１年生から

６年生までの児童

※対象児童「１年生から３年生」を「１年生から６年生」に拡充

イ 補助額（児童１人あたり）

月 補助額

７月 ３，０００円

８月 ５，０００円
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【児童健全育成事業費】

５ 放課後児童クラブ及び地域ミニ放課後児童クラブ物価高騰

対策支援事業について

［こども支援課］

(1) 放課後児童健全育成事業

ア 予算額 ４，７２５千円

財源内訳 国庫支出金 ４，７２５千円

(物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金）

イ 事業目的

放課後児童クラブを運営する事業者に対しエネルギー価格等の物価高騰分

を補助することにより、事業者負担の軽減を図るもの。

ウ 事業内容

(2) 地域ミニ放課後児童クラブ事業

ア 予算額 ９６千円

財源内訳 国庫支出金 ９６千円

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金）

イ 事業目的

地域ミニ放課後児童クラブを運営する事業者に対しエネルギー価格等の物

価高騰分を補助することにより、事業者負担の軽減を図るもの。

ウ 事業内容

対象経費 １クラブあたりの補助額 クラブ数

エネルギー価格等高騰分

（電力・ガス等）

１月あたり

５，２５０円×１２月

＝ ６３，０００円

７５

対象経費 １クラブあたりの補助額 クラブ数

エネルギー価格等高騰分

（電力・ガス等）

１月あたり

２，６５０円×１２月

＝ ３１，８００円

３
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【こども施策推進事業費】

６ こどもまんなか推進事業について

［こども支援課］

(1) 予算額 ２，１８３千円

財源内訳 国庫支出金 １，３１５千円

（地域少子化対策重点推進交付金）

一般財源 ８６８千円

(2) 事業目的

社会全体で子どもや子育てを支え、応援する気運の醸成を図ると

ともに、子育て世帯が外出しやすい環境づくりを推進するもの。

(3) 事業内容

ア 「こどもまんなか」の普及啓発

（ア） こどもまんなか月間におけるバナーフラッグの掲出

（イ） 富山駅構内等のデジタルサイネージを活用した広報

（ウ） 広報とやまを活用した発信

（エ） 富山市未来子育てパンフレットの配布

イ 子育て世帯の外出支援

（ア） 民間事業者が行う授乳室の設置に対する補助

・対象経費 授乳室の設置に必要な経費

・補助率 ３／４

・補助基準額 １件あたり５００千円（上限）

（イ） 授乳室やおむつ交換台等の子育て支援施設マップの更新
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【保育所建設事業費】

７ 保育所建設事業について

［こども支援課］

(1) 予算額 １，３２８，７４０千円

財源内訳 国庫支出金 ３１，０９７千円

（就学前教育・保育施設整備交付金）

市 債 １，２９６，５００千円

一般財源 １，１４３千円

(2) 事業目的

子どもたちが安全で快適に過ごすことができる保育環境を確保する

ため、老朽化している市立保育所の改築を行うもの。

(3) 事業内容

ア 改築工事（継続費）

（単位：千円）

イ その他の経費

（単位：千円）

施設名 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

長岡保育所 ２，１９７ ７８８，７６９ － ７９０，９６６

（仮称）

月岡認定

こども園

－ ５３８，９００ ８０８，３５０ １，３４７，２５０

施設名 事業内容 事業費

長岡保育所 長岡保育所備品運搬業務委託等 １，０７１
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【ミニ児童館運営事業費】

８ 山田ミニ児童館運営事業について

［こども支援課］

(1) 予算額 １９７千円

財源内訳 一般財源 １９７千円

(2) 事業目的

老朽化により、令和８年３月末をもって富山市立山田児童館（昭５８年築）を

廃止することに伴い、その代替事業として、富山市立山田公民館内にてミニ児童

館事業を実施することで、引き続き、放課後等のこどもの居場所を確保するもの。

(3) 事業内容

※ミニ児童館は、児童が放課後などに自主的な遊びや学習などの活動ができる。

実施場所 富山市立山田公民館３階の一部分

（富山市山田湯８８０番地）

事業実施面積 １２０㎡

対象児童 １８歳未満の児童

※未就学児は保護者同伴

開所日・時間 平日 １３：００～１８：００

土 １３：００～１７：００

閉所日 日・祝・年末年始
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【私立保育所等補助事業費】

９ 施設整備補助事業について

［こども保育課］

(1) 予算額 ３３３，９３３千円

財源内訳 国庫支出金 ２２２，６２１千円

（就学前教育・保育施設整備交付金）

市債 ８９，０００千円

一般財源 ２２，３１２千円

(2) 事業目的

児童の教育・保育環境の維持及び向上を図るため、私立保育施設が

行う施設整備事業に対し助成を行うもの。

(3) 事業内容

（単位：千円）

施設名 事業内容 事業費

くまのこども園
（社会福祉法人興南学園福祉会）

増築及び大規模改修工事

（悪王寺地内） 定員１６０人
５７，６６６

奥田保育園
（社会福祉法人奥田福祉会）

増築及び大規模改修工事

（奥田寿町地内）定員１４８人
１０，８３１

若葉幼稚園

（学校法人富山育英学園）

増改築工事

（中川原地内） 定員１３５人
３４，５３９

藤ノ木こども園

（学校法人三輪学園）

増改築工事

（藤木地内） 定員２３４人
２３０,８９７

合 計 ３３３，９３３
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【私立保育所等補助事業費】

10 副食費負担軽減事業について

［こども保育課］

(1) 予算額 ８４，１９２千円

財源内訳 国庫支出金 ８４，１９２千円

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金）

(2) 事業目的

食材料費高騰の影響が続く中、就学前児童を持つ保護者の経済的負

担を軽減するため、在籍する３歳以上児の保護者が支払う副食費を減

額して徴収する私立保育施設等に対し、市が軽減相当額を助成するも

の。

(3) 事業内容

（単位：千円）

※積算に用いた対象児童数はいずれも令和７年４月１日時点の人数

(4) 参考

市立保育施設においても、保護者が負担する副食費の軽減額を、保

育認定児童は月額１，４００円から１，２００円に、教育認定児童は月

額１，０００円から７００円に改定する。

事業内容 事業費

①保育認定児童及び認可外保育施設に通う児童

１，２００円×１２月×５，１４４人＝７４，０７４千円

※補助基準額を月額１，４００円から１，２００円に改定

②教育認定児童

７００円×１１月×１，３１４人＝１０，１１８千円

※補助基準額を月額１，０００円から７００円に改定

８４，１９２
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【私立保育所等補助事業費】

11 私立保育施設等物価高騰対策支援事業について

［こども保育課］

(1) 予算額 ２８，８９２千円

財源内訳 国庫支出金 ２８，８９２千円

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金）

(2) 事業目的

私立保育施設等を運営する事業者に対しエネルギー価格等の物価高

騰分を補助することにより、事業者の負担軽減を図るもの。

(3) 対象施設等

施設種別 利用定員 補助上限額（円） 施設数

認 定 こ ど も

園等

９人以下 ２６，０００ ２

１０人～１７０人 ２，６００×定員数 ６０

１７１人以上 ４４４，０００ ２７

認 可 外 ・ 病

児保育施設

２０人以下 ２４，０００ ２３

２１人以上 １，２００×定員数 ３８
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【私立保育所等補助事業費】

12 保育士等奨学金返還支援事業について（新規）

［こども保育課］

(1) 予算額 ５，７６０千円

財源内訳 一般財源 ５，７６０千円

(2) 事業目的

私立保育施設の人材確保と定着を図るため、奨学金を返還している

保育士等を支援している法人に対し、その費用を助成するもの。

(3) 事業内容

ア 対象となる保育士等

・市内の私立保育施設に、１日６時間以上かつ２０日以上、保育

教諭として勤務する者

・採用から３年目までの者

イ 補助上限額

月額２４千円
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【私立保育所等管理運営費】

13 こども誰でも通園事業について（新規）

［こども保育課］

(1) 予算額 １３，０４８千円

財源内訳 国庫支出金 ９，７８６千円

（保育所運営費負担金）

県支出金 １，６３１千円

（保育所運営費負担金）

一般財源 １，６３１千円

(2) 事業目的

全てのこどもの育ちを応援するとともに、多様な働き方やライフス

タイルにかかわらず、全ての子育て家庭への支援を強化するため、保

護者の就労要件を問わず、時間単位で利用できる新たな通園給付であ

る「こども誰でも通園制度（乳児等通園支援事業）」を実施する私立

保育施設等に対して、その運営費を支出するもの。

(3) 事業内容

ア 対象児童

保育所等に通っていない生後６か月から満３歳未満の未就園児

（利用見込児童数：１，９０７名）

イ 実施内容

月１０時間を上限として、児童に適切な遊びや生活の場を提供する

とともに、保護者には、子育てに関する情報提供等を行う。

ウ 実施見込施設

認定こども園、地域型保育事業所等（２１施設）
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【保育所施設整備事業費】

14 市立保育所整備事業について（新規）

［こども保育課］

(1) 予算額 １０，２９０千円

財源内訳 市債 ９，０００千円

一般財源 １，２９０千円

(2) 事業目的

市立保育施設の改修により、保育環境及び保育士の処遇を改善し、

保育の質の向上を図る。

(3) 事業内容

朝日保育所トイレ等改修工事等 １０，２９０千円
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【多子世帯応援事業費】

15 ＋One Baby アンケート事業について（新規）

［こども福祉課］

(1) 予算額 ５，０００千円

財源内訳 一般財源 ５，０００千円

(2) 事業目的

第２子以降の子が生まれた世帯を対象に、出産や子育てに関する意

識や実態を、Ｗｅｂ等のアンケート形式で調査し、第２子以降の出産

や子育てに関する課題やニーズを整理するもの。

なお、アンケート回答世帯にはデジタルポイントを配付する。

(3) 事業内容

ア 調査対象 令和７年度に第２子以降の子が生まれた世帯

イ 調査方法 依頼文を郵送し、Ｗｅｂ専用フォームから回答
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【障害児福祉事業費】

16 障害福祉サービス事業所等物価高騰対策支援事業に

ついて
［こども健康課］

(1) 予算額 ３，７６８千円

財源内訳 国庫支出金 ３，７６８千円

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金）

(2) 事業目的

障害福祉サービス事業所等を運営する事業者に対しエネルギー価格等

の物価高騰分を補助することにより、事業者の負担軽減を図るもの。

(3) 事業内容

事

業

類

型

対象施設・事業所
施設・

事業所数
定員数

支援金額

1 年分(令和 8 年 4 月

～令和 9 年 3 月)

補助金額

（千円）

通
所
系

児童発達支援

放課後等デイサービス
86 923 人

定員

1 人あたり

3,400 円

3,139

相
談
・
訪
問
系

障害児相談支援

保育所等訪問支援
37 ―

1 施設あたり

17,000 円
629

合計 3,768
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【切れ目ない子育て支援体制構築事業費】

17 切れ目ない子育て支援体制構築事業について（拡充）

［こども健康課］

(1) 予算額 ４２，６１２千円

財源内訳 国庫支出金 ２５，６０５千円

(重層的支援体制整備事業交付金、母子保健衛生費補助金、

子ども・子育て支援交付金)

県支出金 ８，３４３千円

(重層的支援体制整備事業交付金、子ども・子育て支援交付金)

その他 １２３千円

一般財源 ８，５４１千円

(2) 事業目的

妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援により、安心して子育て

ができる支援体制の充実を図るもの。

(3) 主な事業内容

ア こども家庭センター運営事業（母子保健） ２６，６７９千円

こども家庭センター（母子保健機能）に、専任職員を配置し、妊

娠期から子育て期にわたるさまざまな相談支援を実施する。

イ 産後ケア事業（産科医療機関委託） １２，９６３千円

市の指定産科医療機関において、産後１年までの母子に対し、宿

泊型・通所型の産後ケアを提供する。

ウ 産後ケア事業（助産所委託）（拡充） ２，９７０千円

市の指定助産所において、産後１年までの母子に対し、通所型・

居宅訪問型の産後ケアを提供する。

居宅訪問型の利用要件を、心身の不調等により外出が困難な方か

ら、必要とする方が誰でも利用できるよう要件を緩和する。
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【出産・子育て応援事業費】

18 働くママ応援実証事業について（新規）

［こども健康課］

(1) 予算額 ２３，７２２千円

財源内訳 国庫支出金 １１，８６１千円

（重層的支援体制整備事業交付金）

県支出金 ５，９３０千円

（重層的支援体制整備事業交付金）

一般財源 ５，９３１千円

(2) 事業目的

就労している妊産婦が安心して働き続けられるよう、妊娠期から産

後の心身の不調や悩みを軽減することで、仕事と妊娠・出産の両立を

サポートする。

(3) 事業内容

ア 対象者

市内に住所を住する就労中（産休・育休含む）の妊産婦であり、

仕事と妊娠の両立や妊娠中の健康管理に不安のある方や、開庁時間

に相談することが難しい方で、利用を希望する者

イ 利用期間

妊娠期から産後３か月まで

ウ 実施内容

(ア) 妊産婦に、ウェアラブル端末を貸与し、身体活動等のデータ

をもとにパーソナル助産師がオンライン面談及び LINE 相談を通

して伴走的支援を行う。

(イ) オンライン面談、LINE 相談により、パートナーの不安軽減や妊

産婦へのケア、育児スキルの習得支援を行う。

(ウ) 利用者へのアンケート等により、効果について検証する。

18



【母子父子寡婦福祉資金貸付事業費】

19 母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計について

［こども福祉課］

(1) 予算額 ７１，１１０千円

財源内訳 繰入金 ６，３８０千円

繰越金 ２９，１９１千円

諸収入 ２７，１０９千円

市債 ８，４３０千円

(2) 事業目的

母子家庭及び父子家庭並びに寡婦の経済的自立の助成と生活意欲の

助長を図り、あわせてその児童の福祉を増進するため、資金を貸し付

けるもの。

(3) 事業内容

母子家庭及び父子家庭並びに寡婦に対し、修学資金、住宅資金など

を貸し付ける。

・貸付金 ６８，９４５千円

（貸付資金の種類 修学資金 外１１資金）

・事務費 ２，１６５千円
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